
男女共同参画とジェンダーギャップ

に関する県民意識調査報告書 概要版

三重県

男女共同参画
ジェンダーギャップ
三重県民意識調査 2024



　この調査は、第3次三重県男女共同参画基本計画に基づく実施計画の改定等にかかる基礎資料とするととも
に、三重県における経済分野等のジェンダーギャップ（男女間の格差）の解消に向けた取組課題を把握するため、
男女共同参画とジェンダーギャップに関する県民の意識や生活状況を調査、把握するとともに、県民の意識の推
移と生活状況の変化を明らかにすることを目的としています。

調査対象

抽出方法

調査方法

調査期間

回収結果

県内在住の満18歳以上の方3,000人

県内全市町の選挙人名簿登録者から等間隔無作為抽出

郵送配付・郵送及びインターネット回収・督促はがき1回配付

令和６年８月９日～９月１３日

有効回収数1,160件（有効回収率38.7％）

調査の目的と概要

　男女共同参画の推進とジェンダーギャップの解消にむけて、固定的な性別役割分担意識の解消は必要不可欠
です。
　今回の調査結果では、令和元年度の調査に比べて、「男は仕事、女は家庭」というような固定的な性別役割分
担意識に同感する割合は減少しています（p3）。
　一方で、家庭・職場・政治の分野では６割以上が「性別による役割分担」を感じており（p5）、家事などの役割
分担の多くを女性が担い（p9）、社会の様々な分野で「男性優遇感」が高くなっています（p11）。また、キャリ
アアップ、離職、非正規従業員等の就業形態の選択について、「結婚・出産・育児」や「仕事と家庭の両立」が影
響を与える割合は、男性よりも女性の方が高くなっています（p13 ～ 16）。
　固定的な性別役割分担意識は低くなりつつあるものの、社会の様々な分野で性別による固定的な役割分担は
依然として根強く残っているといえます。
　このため、男女共同参画の推進とジェンダーギャップの解消に向け、固定的な性別役割分担に関する意識や
慣行の解消、男性の家事や育児などへの参画、性別にかかわらず誰もが活躍できる環境づくり等を、家庭・地域・
企業をはじめ社会全体で進めていく必要があります。

調査結果のまとめ

キーワード

▲

ジェンダーギャップ
男らしさや女らしさなど、社会的・文化的に作り出された性差によって生まれる不平等や格差のことをいい
ます。

▲

固定的な性別役割分担意識
性別にかかわらず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわらず、「男は仕事・
女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等のように、男性、女性という性別を理由として、
役割を固定的に分ける考え方のことをいいます。
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0 20 40 60 80 100(%)

全体（n=1,160）

全体（n=1,160）

0 20 40 60 80 100(%)

全体（n=1,160）

0 20 40 60 80 100(%)

41.5 56.9 

0.9 0.7

5.7 11.5 18.1 24.8 22.9 13.8

1.61.1 0.5

45.8 9.0 28.9 11.0 3.8

1.6

男性 女性 どちらともいえない、または答えたくない 無回答

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 無回答

北勢地域 伊賀地域 中南勢地域 伊勢志摩地域 東紀州地域 無回答

性 別

年 代

居住地域

(１) 比率はすべて百分率で表し、小数点第２位を四捨五入しているため、百分率の合計が100％にならない場合
があります。

(２) 複数回答の質問の比率は、回答数の合計をサンプル数（ｎ）で割った比率となっており、比率の合計は通常
100％を超えます。

(３) サンプル数（ｎ）が10未満の属性項目、ならびに「その他」の属性項目については、原則として記述を省略します。
(４) 「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査（令和元年実施：三重県）」を「令和元年度調査」、「男女共
同参画社会に関する世論調査（令和４年実施：内閣府）」を「国（内閣府・令和４年度調査）」として表記します。

(５) 分析の中で比較している国調査では「無回答」を含んでいない場合や選択肢の内容が違う場合があるため、
数値による比較は注意が必要です。

調査結果の表示方法

回答者の属性

調査結果の公表
調査結果の詳細は、以下の三重県ホームページに掲載しています。
https://www.pref.mie.lg.jp/IRIS/HP/0002368620001.htm

二次元コード
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女性（n=660）

男性（n=481）

全体（n=1,160）

0 20 40 60 80 100(%)

0 20 40 60 80 100(%)

令和元年度調査
（n=1,131）

国（内閣府・
令和4年度調査）
　　　　（n=2,847）

0 20 40 60 80 100(%)

14.7 29.6 43.7 3.8 6.7

19.8 27.9 40.1 4.2 5.2

1.5

11.1 31.5 46.2 3.2 7.6

0.5

2.9

20.5 32.2 36.5 3.6 4.42.8

4.0　                     29.4　                                                        38.2　                                                  26.1                     2.2

同感する どちかといえば同感する どちらかといえば同感しない 同感しない わからない 無回答

「男は仕事、女は家庭」という考え方について

賛成 どちかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

16.2%

11.1ポイント11.1ポイント

「男は仕事、女は家庭」という考え方に同感する割合は、
令和元年度調査より減少しています。

　「男は仕事、女は家庭」という考え方について、全体では「同感する」と「どちらかといえば同感する」を合わせ
た「同感・どちらかといえば同感」の割合が16.2%となっています。
　令和元年度調査と比較すると7.1ポイント低くなっており、性別による固定的な役割分担意識は改善されてき
ていることがうかがえます。
　国（内閣府・令和4年度調査）では、「賛成する」と「どちらかといえば賛成する」を合わせた割合が33.4%となり、
三重県の方が17ポイント程度低くなっています。
　男女で比較すると、「同感・どちらかといえば同感」の割合は、男性は22.7％、女性は11.6％となり、男性は
女性よりも11.1ポイント高くなっています。
　また、性別年代別でみると、20歳代以外のすべての年代において、「同感・どちらかといえば同感」の割合は、
男性は女性より高くなっています。

●「男は仕事、女は家庭」という考え方について、「同感」と「どちらかといえば同感」を
合わせた割合は、全体では16.2％（令和元年度調査から7.1ポイント減少）

●男性は、女性よりも「同感、どちらかといえば同感」の割合が11.1ポイント高い

P O I N T
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0 20 40 60 80 100(%)

14.7

25.0 75.0

29.6 43.7 3.8 6.7

8.5 25.5 53.2 12.8

36.19.7 43.1
1.4

9.7

12.0

1.7

23.9 44.4 6.8 11.1

11.3 35.1 44.0 3.6 6.0

35.57.9 50.7 3.3 2.6

14.6

1.1

32.6 40.4 11.2

57.128.6 14.3

50.0 50.0

5.9 11.8 58.8 11.811.8

16.73.3 21.7 48.3 5.0 5.0

18.94.4 35.6 35.6 3.3 2.2

0.9
23.1 23.1 40.2 3.4 9.4

20.42.7 33.6 36.3 4.4 2.7

5.7 21.4 22.9 42.9 2.9 4.3

22.255.6 11.111.1

1.5

0.0

0.0

0.0

0.0 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0 0.0

0.0

0.0 0.0 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

同感する どちかといえば同感する どちらかといえば同感しない 同感しない わからない 無回答

女性・80歳以上
（n=7）

女性・70歳代
（n=89）

女性・60歳代
（n=152）

女性・50歳代
（n=168）

女性・40歳代
（n=117）

女性・30歳代
（n=72）

女性・20歳代
（n=47）

女性・10歳代
（n=8）

男性・80歳以上
（n=9）

男性・70歳代
（n=70）

男性・60歳代
（n=113）

男性・50歳代
（n=117）

男性・40歳代
（n=90）

男性・30歳代
（n=60）

男性・20歳代
（n=17）

男性・10歳代
（n=4）

全体
（n=1,160）
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0 20 40 60 80 100(%)

政治（n=1,160）

学校（n=1,160）

地域（n=1,160）

職場（n=1,160）

家庭（n=1,160）

0.61.6

3.68.612.338.734.5

1.0

5.94.110.317.240.021.5

1.1

25.35.39.529.122.77.1

0.7

13.82.44.917.333.127.8

0.9

15.52.57.223.134.216.6

感じている やや感じている どちらともいえない あまり感じたことはない 感じたことはない わからない 無回答

73.2%

61.5%

60.9%

家庭、職場、政治について、性別による役割分担を
感じている割合が６割を超えています。

男女の性別による役割分担について

　家庭や職場などにおける「男女の性別による役割分担」について、「感じている」と「やや感じている」を合わせた
割合は、「家庭」が73.2％と最も高く、次いで「職場」が61.5％、「政治」が60.9％となっており、いずれも６割を超
えています。
　また、「学校」では、「感じている」と「やや感じている」を合わせた割合が29.8％と最も低くなっています。

　このページでは、家庭や職場などにおける「男女の性別による役割分担」を感じているかについての調査結果

を記載しています。

　次のページでは、「男女の性別による役割分担」への納得感に関する調査結果を記載しています。

●性別による役割分担を「感じている」と「やや感じている」を合わせた割合は、

「家庭」が73.2％と最も高く、次いで「職場」が61.5％、「政治」が60.9％、

「学校」が29.8％と最も低い

P O I N T
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0 20 40 60 80 100(%)

32.42.217.620.216.29.8

1.5

66.9

1.3

3.87.510.88.3

1.4

43.6

2.0

7.311.818.215.0

1.9

31.9

1.2

9.515.118.220.63.5

18.6

0.8

11.717.415.730.65.2

とても納得している やや納得している どちらともいえない

あまり納得していない 納得していない わからない 無回答

政治（n=1,038）

※無回答には、男女の性別による役割分担を「感じていない」の回答も含まれています。

学校（n=1,038）

地域（n=1,038）

職場（n=1,038）

家庭（n=1,038）

35.8%

37.8%

性別による役割分担について、家庭では納得感が高く、
政治では納得感が低くなっています。

男女の性別による役割分担への納得感

　「男女の性別による役割分担への納得感」について、「とても納得している」と「やや納得している」を合わせた
割合は、「家庭」が35.8％と最も高く、次いで「職場」が24.1％、「地域」が16.9％となっています。また、「政治」
では11.3％となっています。
　一方、「納得していない」と「あまり納得していない」を合わせた割合は、「政治」が37.8％と最も高く、次いで
「家庭」が29.1％、「職場」が24.6％となっています。

　前ページでみた「男女の性別による役割分担」を感じている割合が高い分野で比較すると、「とても納得して
いる」と「やや納得している」を合わせた割合は、「家庭」と「職場」では「政治」の倍以上となっており、分野によ
って「男女の性別による役割分担」への納得感に違いがみられます。

●性別による役割分担について、

「とても納得」と「やや納得」を合わせた割合は、「家庭」が35.8％と最も高い

「納得していない」と「あまり納得していない」を合わせた割合は、「政治」が37.8％と

最も高い

P O I N T
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能
力
の

分
野
な
ら

引
き
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け
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時
間
に
余
裕
が

あ
れ
ば

引
き
受
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る
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て
か
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引
き
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男性(n=481)
女性(n=660)
男性(n=481)
女性(n=660)
男性(n=481)
女性(n=660)
男性(n=481)
女性(n=660)

PTA、町内会などの役員

職場の管理職や役員

県や市町の審議会等の委員

地方議会議員、国会議員

性別

地方議会議員、国会議員
（n=1,160）

県や市町の審議会等の委員
（n=1,160）

職場の管理職や役員
（n=1,160）

PTA、町内会などの役員
（n=1,160）

引き受ける 知識や能力のある分野なら引き受ける 時間に余裕があれば引き受ける

家族など身近な者に相談してから決める 断る 無回答わからない

役員や議員への就任等を打診された場合、
女性は男性よりも「就任等を断る」割合が高くなっています。

役職就任への考え方：自分が打診された場合

　役員や議員への就任や立候補を、自分が打診された場合の考え方について男女で比較すると、すべての項目
で「断る」の割合は男性より女性の方が高くなっています。
　また、全体では「地方議会議員、国会議員」の項目では「断る」の割合が67.8％となり、他の項目に比べて「断る」
の割合が高くなっています。

●役員や議員への就任等について自分が打診された場合、

「就任等を断る」割合は、男性より女性の方が高い

「地方議会議員、国会議員」では、「就任等を断る」割合が67.8％と最も高い

P O I N T

男女別
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引き受けることを勧める 知識や能力のある分野なら引き受けることを勧める 時間に余裕があれば引き受けることを勧める

相談してから決めるように勧める わからない断るよう勧める 無回答

地方議会議員、国会議員
（n=1,160）

県や市町の審議会等の委員
（n=1,160）

職場の管理職や役員
（n=1,160）

PTA、町内会などの役員
（n=1,160）
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4.7

29.9

30.3

24.5

27.7

27.7

31.2

28.1

31.8

9.1
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13.0

13.7

17.7

15.8

19.7

0.6

0.8

1.2

0.9

0.6

0.8

0.6

0.8

（%）

引
き
受
け
る
こ
と
を

勧
め
る

断
る
よ
う
勧
め
る

わ
か
ら
な
い

無
回
答

知
識
や
能
力
の
あ
る

分
野
な
ら
引
き
受
け

る
こ
と
を
勧
め
る

時
間
に
余
裕
が
あ
れ
ば

引
き
受
け
る
こ
と
を

勧
め
る

相
談
し
て
か
ら

決
め
る
よ
う
に

勧
め
る

男性(n=481)
女性(n=660)
男性(n=481)
女性(n=660)
男性(n=481)
女性(n=660)
男性(n=481)
女性(n=660)

PTA、町内会などの役員

職場の管理職や役員

県や市町の審議会等の委員

地方議会議員、国会議員

性別

役職就任への考え方：身近な女性が打診された場合

役員や議員への就任等を身近な女性が打診された場合、
男性は女性よりも「就任等を断るよう勧める」割合が
高くなっています。

　役員や議員への就任や立候補を、身近な女性が打診された場合の考え方について男女で比較すると、すべて
の項目で「断るよう勧める」の割合は女性より男性の方が高くなっています。
　また、全体では「地方議会議員、国会議員」の項目で、「断るよう勧める」の割合が17.0％となり、他の項目に
比べて「断るよう勧める」の割合が高くなっています。

●役員や議員への就任等について、身近な女性が打診された場合、

「断るよう勧める」の割合は、女性より男性の方が高い

P O I N T

男女別
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1.5

8.42.813.114.717.120.921.5

3.815.71.9
0.30.1

12.940.325.0

4.125.410.0
1.1

3.411.620.424.0

0.70.80.11.41.5

9.344.541.8

　　　63.1
　　　　　　　69.2
58.7

　　　30.6
25.9
　　　　　   34.1

　　　　　　  22.4
13.2
　　　　　　　　　　　 29.3

　　　20.3
16.5
　　　　　23.4

　15.5
14.3
　16.2

  10.6
　11.4
 9.8
 10.2
    11.1
9.8

   8.5
7.6
     9.4

     7.5
　　    10.0
5.8

ほとんど妻がしている 妻が中心だが夫も行う 平等に分担している 夫が中心だが妻も行う

ほとんど夫がしている 夫婦ともほとんどしない その他 無回答

PTAや地域の行事参加
（n=879）

育児
（n=879）

看護・介護
（n=879）

家事
（n=879）

話し合いで分担を決めたから

家事や育児は妻がやるものだと思うから

妻の育った家庭環境や妻の親の考え方の影響

家事や育児は平等に分担するべきだと思うから

夫のほうが収入が多いから

夫の家事・育児スキルが低いから

夫の育った家庭環境や夫の親の考え方の影響

夫の仕事が忙しいから

特に決めたわけでないがなんとなく

全体 N＝879

男性 N＝370

女性 N＝501

※回答割合の多い上位９項目を抜粋して掲載

86.3%

65.3%

家庭での役割分担について、妻が主に担っている割合は、
家事が８割以上、育児が６割以上となっています。

家庭における家事などの役割分担

　家庭における家事などの役割分担について、「ほとんど妻がしている」と「妻が中心だが夫も行う」を合わせた割
合は、「家事」が86.3％と最も高く、次いで「育児」が65.3％となっています。また、家庭における家事などの役割
分担が決まった理由について、「特に決めたわけではないがなんとなく」の割合が63.1％と最も高くなっています。

●家事などの役割分担について、「ほとんど妻がしている」と「妻が中心だが夫も行う」を
合わせた割合は、「家事」が86.3％、「育児」が65.3％

●家事などの役割分担が決まった理由は、「なんとなく」の割合が63.1％と最も高い

P O I N T
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35.9
25.0
23.5
20.0
35.6
32.5
41.6
41.4
0.0
37.5
25.5
27.8
37.6
43.5
40.8
32.6
71.4

29.9
0.0
23.5
35.0
30.0
37.6
27.4
30.0
11.1
50.0
31.9
31.9
29.9
31.5
24.3
25.8
14.3

19.4
0.0
17.6
20.0
25.6
22.2
23.0
18.6
33.3
25.0
14.9
20.8
19.7
18.5
14.5
18.0
14.3

9.3
25.0
11.8
20.0
12.2
13.7
13.3
7.1
11.1
12.5
14.9
5.6
8.5
4.8
4.6
4.5
14.3

44.9
25.0
17.6
43.3
37.8
35.9
46.9
42.9
55.6
75.0
55.3
58.3
35.9
47.6
52.0
50.6
57.1

9.1
25.0
17.6
10.0
5.6
13.7
9.7
12.9
22.2
0.0
10.6
4.2
6.0
6.5
9.9
11.2
0.0

34.1
50.0
41.2
41.7
26.7
32.5
33.6
25.7
22.2
12.5
38.3
31.9
35.0
32.7
35.5
49.4
14.3

5.2
0.0
0.0
5.0
4.4
2.6
5.3
1.4
22.2
12.5
4.3
2.8
7.7
6.0
5.3
10.1
0.0

19.5
0.0
23.5
11.7
13.3
9.4
18.6
20.0
11.1
12.5
25.5
29.2
21.4
20.2
26.3
21.3
14.3

6.9
25.0
5.9
11.7
8.9
1.7
8.0
8.6
33.3
25.0
8.5
1.4
7.7
4.8
7.2
3.4
28.6

29.7
25.0
11.8
16.7
20.0
23.1
20.4
27.1
0.0
37.5
31.9
40.3
30.8
40.5
37.5
32.6
28.6

3.1
25.0
11.8
1.7
5.6
6.0
1.8
2.9
0.0
0.0
0.0
2.8
2.6
1.8
2.6
1.1
0.0

5.5
25.0
11.8
18.3
11.1
7.7
3.5
2.9
0.0
0.0
4.3
4.2
5.1
5.4
2.0
2.2
0.0

0.8
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
1.4
11.1
0.0
0.0
1.4
1.7
0.0
0.7
1.1
0.0

（調査数：実数、横%）

調
査
数

男
女
の
役
割
分
担
に
つ
い
て
の

社
会
通
念
、慣
習
、し
き
た
り
を
改
め
る

男
性
は
仕
事
中
心
と
い
う

社
会
全
体
の
風
潮
を
改
め
る

男
性
の
仕
事
中
心
の
生
き
方
、

考
え
方
を
改
め
る

妻
が
夫
に
経
済
力
や
出
世
を
求
め
な
い

育
児
や
介
護
に
関
す
る
休
暇・休
業
制
度
や

短
時
間
勤
務
制
度
を
利
用
し
や
す
く
す
る

男
性
の
男
女
共
同
参
画
に
対
す
る
関
心
を

高
め
る

夫
婦
の
間
で
家
事
な
ど
の
分
担
を
す
る
よ
う
に

十
分
に
話
し
合
う

男
性
が
家
事
な
ど
に
参
加
す
る
こ
と
に
対
す
る

女
性
の
抵
抗
感
を
な
く
す

男
性
が
家
事
な
ど
に
参
加
す
る
こ
と
に
対
す
る

男
性
自
身
の
抵
抗
感
を
な
く
す

仕
事
と
家
庭
の
両
立
な
ど
の
問
題
に
つ
い
て

相
談
で
き
る
窓
口
を
設
け
る

家
事
な
ど
を
男
女
で
分
担
す
る
よ
う
な

し
つ
け
や
育
て
方
を
す
る

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

1,160
4
17
60
90
117
113
70
9
8
47
72
117
168
152
89
7

男性・10歳代
男性・20歳代
男性・30歳代
男性・40歳代
男性・50歳代
男性・60歳代
男性・70歳代
男性・80歳以上
女性・10歳代
女性・20歳代
女性・30歳代
女性・40歳代
女性・50歳代
女性・60歳代
女性・70歳代
女性・80歳以上

全　体

性
・
年
代
別

無
回
答

男性が女性とともに家事や育児などに積極的に参画していくために必要なこと（複数回答）

男性の家事や育児等への参画にむけて、「育児・介護休暇等の
利用のしやすさ」、「社会通念・慣習・しきたりの変革」、「夫婦
間の家事分担の話し合い」が必要です。

　男性が女性とともに家事や育児などに積極的に参画していくために必要なことについて、全体では「育児や介
護に関する休暇・休業制度や短時間勤務制度を利用しやすくする」が44.9％と最も高く、次いで「男女の役割分
担についての社会通念、慣習、しきたりを改める」が35.9％、「夫婦の間で家事などの分担をするように十分に
話し合う」が34.1％となっています。
　性別年代別でみると、20歳代の男性は、「夫婦の間で家事などの分担をするように十分に話し合う」の割合が
41.2％と、他の回答項目に比べて割合が高くなっています。

●男性が家事や育児等へ積極的に参画するために必要なことは、

　「育児介護の休暇・休業や短時間勤務制度を利用しやすくする」の割合が44.9％

　「社会通念・慣習・しきたりの変革」の割合が35.9％

　「夫婦の間で家事などの分担をするように十分に話し合う」の割合が34.1％

P O I N T
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0 20 40 60 80 100(%)

0 20 40 60 80 100(%)

0.99.31.94.712.254.516.6

0.612.71.52.916.039.726.6

0.914.52.25.930.334.911.2

1.28.72.75.912.551.817.2

1.824.91.81.83.746.317.93.5

1.119.71.61.66.027.834.29.4

7.72.46.818.444.119.7

0.9

0.9

6.23.08.525.441.314.7

1.70.6

4.214.764.714.0

社会全体
（n=1,160）

政治
（n=1,160）

法律や制度
（n=1,160）

社会通念や風潮
（n=1,160）

学校
（n=1,160）

地域
（n=1,160）

職場
（n=1,160）

家庭
（n=1,160）

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている 平等

どちらかといえば女性の方が優遇されている 女性の方が非常に優遇されている 無回答

社会全体
【国（内閣府・令和４年度調査）】
（n=2,847）

71.1%

社会全体、社会通念や風潮、政治、職場など、
様々な分野で男性優遇感が高くなっています。

男女の地位の平等感

　男女の地位の平等感について、「男性の方が優遇」と「どちらかといえば男性の方が優遇」（以下「男性優遇」
と記載）を合わせた割合は、「社会全体」が71.1％と最も高く、次いで「社会通念や風潮」が69.0％となっていま
す。また、「政治」と「職場」の分野では、「男性優遇」の割合が６割を超えています。
　国（内閣府・令和４年度調査）の調査では、「社会全体」の分野における「男性優遇」が78.7％となり、三重県
の方が7ポイント程度低くなっています。

●男女の地位の平等感について、「男性の方が優遇」と「どちらかといえば男性の方が優遇」

を合わせた割合は、「社会全体」が71.1％と最も高い

●「社会通念や風潮」、「政治」、「職場」の分野でも、「男性の方が優遇」と「どちらかといえ

ば男性の方が優遇」を合わせた割合が６割以上

P O I N T
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1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

16.7

0.0

0.0

0.0

3.1

2.1

2.0

0.0

0.0

0.0

5.5

0.0

0.0

0.0

6.5

8.9

0.0

0.0

0.0

0.0

7.7

6.3

4.2

4.1

3.2

37.5

0.0

12.4

0.0

33.3

29.2

15.2

17.9

12.8

0.0

0.0

100.0

15.4

12.5

10.4

2.0

3.2

12.5

0.0

7.4

0.0

0.0

8.3

2.2

7.1

5.1

0.0

0.0

0.0

0.0

9.4

10.4

8.2

16.1

0.0

0.0

8.0

0.0

0.0

8.3

8.7

5.4

10.3

0.0

0.0

0.0

7.7

12.5

2.1

6.1

16.1

0.0

0.0

21.8

0.0

0.0

16.7

21.7

23.2

17.9

0.0

0.0

0.0

46.2

25.0

29.2

18.4

22.6

0.0

0.0

14.3

0.0

33.3

16.7

13.0

16.1

5.1

16.7

0.0

0.0

15.4

6.3

16.7

12.2

29.0

0.0

0.0

36.1

0.0

0.0

50.0

32.6

28.6

38.5

0.0

0.0

0.0

23.1

31.3

41.7

49.0

35.5

25.0

0.0

42.7

0.0

33.3

20.8

28.3

39.3

51.3

66.7

0.0

0.0

38.5

53.1

52.1

51.0

38.7

37.5

0.0

38.3

0.0

0.0

29.2

23.9

32.1

48.7

83.3

0.0

0.0

23.1

37.5

37.5

51.0

54.8

25.0

0.0

14.3

100.0

0.0

12.5

13.0

10.7

10.3

33.3

0.0

0.0

7.7

12.5

20.8

10.2

29.0

0.0

0.0

363
1
3
24
46
56
39
6
0
1
13
32
48
49
31
8
0

男性・10歳代
男性・20歳代
男性・30歳代
男性・40歳代
男性・50歳代
男性・60歳代
男性・70歳代
男性・80歳以上
女性・10歳代
女性・20歳代
女性・30歳代
女性・40歳代
女性・50歳代
女性・60歳代
女性・70歳代
女性・80歳以上

（調査数：実数、横%）

調
査
数

採
用
時
の
条
件

賃
金

昇
進
、
昇
格

能
力
評
価

希
望
の
職
種
に
つ
く
機
会

結
婚
後
や
出
産
後
も
仕
事
を

続
け
る
こ
と
に
つ
い
て
の
風
土

定
年
ま
で
勤
め
る
こ
と
に

対
す
る
風
土

教
育
・
訓
練
を
受
け
る
機
会

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全　体

性
・
年
代
別

昇進・昇格、賃金、能力評価などで男女の不平等感が高くなって
います。20歳代女性は、「結婚・出産後も働き続ける風土」への
不平等感が高くなっています。

職場で男女が平等だと思わないこと（複数回答）

　職場で男女が平等だと思わないことについて、全体では「昇進、昇格」の割合が42.7％と最も高く、次いで
「賃金」が38.3％、「能力評価」が36.1％となっています。
　性別年代別でみると、20歳代の女性は「結婚後や出産後も仕事を続けることについての風土」の割合が最
も高く46.2％であるのに対して20歳代の男性は0.0％、30歳代の男性は「能力評価」の割合が最も高く
50.0％であるのに対して30歳代の女性は31.3％となるなど、性別や年齢により違いがみられます。

●職場で男女が平等でないと思うことについて、

　全体では「昇進、昇格」の割合が42.7％と最も高い

　20歳代の女性は「結婚・出産後も働き続ける風土」の割合が46.2％と最も高い

　30歳代の男性は「能力評価」の割合が50.0％と最も高い

P O I N T
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0.3
0.0
0.5　　　　　

2.5
3.2
2.0

     4.9
              7.1
3.6

         6.4
                       10.3
4.1

21.8
21.4
21.3

             22.4
19.0
                       24.9

                   24.2
                                                31.7
19.3

31.0
31.0
31.5

               31.3
                                      37.3
27.4

                       35.6
29.4
                                     39.6

                  47.5
                                                 55.6
42.6

25.7　                                                   37.0　                                                        29.9　                          7.5

32.4　                                                    32.4　                                              28.5　                         6.7

20.5　                                                 40.8　                                                             30.8　                            7.9

0 20 40 60 80 100(%)

したい したくない わからない 無回答

女性（n=483）

男性（n=389）

全体（n=881）

全体 N＝326

男性 N＝126

女性 N＝197

0 10 20 30 40 50 60（%）

無回答

同僚からねたまれるのが嫌だから

転勤があるから

その他

いつまでもこの会社で
働き続けるつもりがないから

今のままで不満はないから

メリットがないから

自分の能力に自信がないから

時間外労働が増えるから

仕事と家庭の両立が困難だから

責任が重くなるのが嫌だから

現在の職場で昇進やキャリアアップの希望

現在の職場で昇進やキャリアアップをしたくない理由（複数回答）

10.2ポイント

女性は男性よりも、「仕事と家庭の両立が困難なため、昇進や
キャリアアップを望まない」割合が高くなっています。

　現在の職場での昇進やキャリアアップを「したくない」と答えた割合は、全体では37.0％となっており、
男女別でみると男性は32.4％、女性は40.8％となっています。
　現在の職場での昇進やキャリアアップをしたくない理由について、全体では「責任が重くなるのが嫌だか
ら」の割合が47.5％と最も高く、次いで「仕事と家庭の両立が困難だから」の割合が35.6％となっています。
　男女で比較すると、「責任が重くなるのが嫌だから」の割合は男性が55.6％と女性より13.0ポイント高い一
方で、「仕事と家庭の両立が困難だから」の割合は女性が39.6％と男性よりも10.2ポイント高くなっています。

●昇進やキャリアアップを「したくない」割合は、男性が32.4％、女性は40.8％

●その理由として、「責任が重くなるのが嫌」の割合が男女ともに最も高い

●女性は「仕事と家庭の両立が困難」の割合が39.6％と、男性より10.2ポイント高い
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10.5
0.0
0.0
20.0
50.0
50.0
11.4
25.0
0.0
0.0
12.5
10.3
11.8
9.5
6.2
0.0
0.0

8.1
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
5.7
0.0
0.0
0.0
37.5
3.4
9.8
9.5
7.7
8.3
0.0

9.1
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
11.4
12.5
0.0
0.0
0.0
13.8
7.8
5.4
13.8
8.3
0.0

2.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
5.7
0.0
0.0
0.0
0.0
3.4
0.0
2.7
1.5
0.0
0.0

36.5
0.0
0.0
40.0
50.0
0.0
25.7
50.0
0.0
0.0
50.0
44.8
35.3
29.7
46.2
41.7
0.0

17.9
0.0
0.0
0.0
0.0
25.0
22.9
50.0
0.0
0.0
25.0
10.3
17.6
13.5
20.0
25.0
0.0

11.5
0.0
0.0
80.0
0.0
25.0
14.3
25.0
0.0
0.0
12.5
13.8
2.0
10.8
9.2
16.7
0.0

10.1
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
5.7
25.0
0.0
0.0
25.0
0.0
9.8
18.9
7.7
0.0
0.0

13.9
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
5.7
12.5
0.0
0.0
0.0
17.2
15.7
20.3
13.8
8.3
0.0

10.8
0.0
0.0
40.0
0.0
0.0
8.6
0.0
0.0
0.0
12.5
6.9
5.9
14.9
15.4
0.0
0.0

23.3
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
11.4
37.5
0.0
0.0
12.5
27.6
19.6
23.0
36.9
16.7
0.0

2.7
0.0
0.0
20.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
6.9
2.0
4.1
0.0
8.3
0.0

28.7
0.0
0.0
20.0
0.0
50.0
2.9
12.5
0.0
0.0
12.5
37.9
47.1
43.2
12.3
25.0
0.0

6.8
0.0
0.0
20.0
0.0
25.0
11.4
0.0
0.0
0.0
12.5
6.9
3.9
6.8
6.2
0.0
0.0

9.1
0.0

100.0
0.0
0.0
0.0
28.6
0.0
0.0
0.0
0.0
10.3
9.8
4.1
4.6
8.3
0.0

（調査数：実数、横%）

調
査
数

正
規
従
業
員
と
し
て
働
け
る
会
社
が
無
か
っ
た

体
力
的
に
正
規
従
業
員
と
し
て
働
け
な
か
っ
た

専
門
的
な
資
格
・
技
術
を
活
か
せ
る

よ
り
収
入
の
多
い
仕
事
に
従
事
し
た
か
っ
た

自
分
の
都
合
の
良
い
時
間
に
働
け
る

勤
務
時
間
や
労
働
日
数
が
短
い

簡
単
な
仕
事
で
責
任
も
少
な
い

年
収
調
整
や
労
働
時
間
の
調
整
を
し
た
い

家
計
の
補
助
、
学
費
等
を
得
た
い

自
分
で
自
由
に
使
え
る
お
金
を
得
た
い

通
勤
時
間
が
短
い

組
織
に
縛
ら
れ
た
く
な
か
っ
た

家
庭
の
事
情（
家
事・育
児・介
護
等
）や

他
の
活
動（
趣
味
等
）と
両
立
し
や
す
い

そ
の
他

296
0
1
5
2
4
35
8
0
0
8
29
51
74
65
12
0

男性・10歳代
男性・20歳代
男性・30歳代
男性・40歳代
男性・50歳代
男性・60歳代
男性・70歳代
男性・80歳以上
女性・10歳代
女性・20歳代
女性・30歳代
女性・40歳代
女性・50歳代
女性・60歳代
女性・70歳代
女性・80歳以上

全　体

性
・
年
代
別

無
回
答

非正規従業員、派遣社員・契約社員の就業形態を選択した理由（複数回答）

30～50歳代の女性は「家庭の事情や他の活動との両立」を
理由として、非正規従業員等の就業形態を選択した割合が
高くなっています。

　非正規従業員、派遣社員・契約社員の就業形態を選択した理由について、全体では「自分の都合の良い時間
に働ける」の割合が36.5％と最も高く、次いで「家庭の事情（家事・育児・介護等）や他の活動（趣味等）と両立
しやすい」の割合が28.7％、「勤務時間や労働日数が短い」が17.9％となっています。
　性別年代別でみると、「家庭の事情（家事・育児・介護等）や他の活動（趣味等）と両立しやすい」の割合は、30歳代
女性が37.9％、40歳代女性が47.1％、50歳代女性が43.2％となっており、ほかの年代に比べて高くなっています。

●非正規従業員等の就業形態を選択した理由は、「自分の都合の良い時間に働ける」の割合

が36.5％と最も高い

●30歳代～50歳代の女性は、他の年代に比べて「家庭の事情（家事・育児・介護等）や他の

活動（趣味等）と両立しやすい」が高い
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38.5

75.0

88.2

56.7

52.2

56.4

44.2

42.9

44.4

100.0

66.0

36.1

18.8

20.8

22.4

32.6

57.1

9.1

0.0

5.9

11.7

20.0

17.9

7.1

2.9

0.0

0.0

8.5

12.5

11.1

6.5

5.3

1.1

0.0

7.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

31.0

32.9

33.3

0.0

0.0

0.0

0.9

0.0

8.6

11.2

28.6

7.0

0.0

0.0

6.7

7.8

10.3

10.6

8.6

0.0

0.0

2.1

5.6

4.3

8.3

8.6

3.4

0.0

1.2

0.0

0.0

1.7

0.0

0.0

0.9

1.4

0.0

0.0

0.0

0.0

1.7

1.2

2.0

3.4

0.0

9.8

0.0

0.0

10.0

8.9

5.1

5.3

8.6

0.0

0.0

8.5

16.7

12.0

13.1

11.8

11.2

0.0

3.4

0.0

0.0

1.7

0.0

0.0

0.0

1.4

0.0

0.0

2.1

5.6

6.0

8.9

4.6

3.4

0.0

16.3

0.0

5.9

20.0

18.9

17.9

12.4

14.3

22.2

0.0

21.3

22.2

17.9

20.2

12.5

9.0

14.3

3.9

0.0

0.0

1.7

0.0

1.7

3.5

2.9

0.0

0.0

0.0

0.0

2.6

4.8

12.5

4.5

0.0

5.9

0.0

0.0

1.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

11.1

15.4

10.1

9.2

11.2

0.0

12.7

0.0

0.0

0.0

2.2

0.9

0.0

0.0

0.0

0.0

2.1

23.6

34.2

26.2

19.1

14.6

0.0

18.2

25.0

0.0

0.0

5.6

3.4

0.9

4.3

0.0

0.0

2.1

27.8

32.5

33.3

34.9

27.0

14.3

1,160
4
17
60
90
117
113
70
9
8
47
72
117
168
152
89
7

男性・10歳代
男性・20歳代
男性・30歳代
男性・40歳代
男性・50歳代
男性・60歳代
男性・70歳代
男性・80歳以上
女性・10歳代
女性・20歳代
女性・30歳代
女性・40歳代
女性・50歳代
女性・60歳代
女性・70歳代
女性・80歳以上

（調査数：実数、横%）

結 

婚

調
査
数

出 

産
育 

児
介 

護
職
場
の
人
間
関
係

配
偶
者
の
転
勤

自
分
、家
族
の
健
康
上
の
理
由

家
族
の
理
解
や

協
力
が
得
ら
れ
な
い

雇
用
整
理
、
会
社
の
倒
産

定
年
退
職

そ
の
他

無
回
答

全　体

性
・
年
代
別

※無回答には、過去に離職をしたことがない人も含まれています。

30～70歳代の女性の半数以上が、
「結婚・出産・育児」を理由として離職しています。

過去に離職した理由（複数回答）

　過去に離職をした理由について、全体では「結婚」の割合が18.2％と最も高く、次いで「職場の人間関係」が
16.3％、「出産」が12.7％となっています。
　性別年代別でみると、30～70歳代の女性では、「結婚」、「出産」または「育児」により離職した割合が半数を超え
ています。
　一方、60～80歳代以上の男性では、「定年退職」の割合が最も高くなっています。

●過去に離職をした理由について、全体では「結婚」の割合が18.2％と最も高い

●30～70歳代の女性は、「結婚・出産・育児」の割合が半数以上

●60～80歳代以上の男性は、「定年退職」の割合が最も高い
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2.6
2.3
2.3

2.1
1.9
2.0

1.7
1.9
1.4

6.9
7.9
5.9

8.9
9.1
8.5

          15.4
11.2
                  18.3

16.1
16.8
15.8

16.9
17.9
16.5

     19.8
17.7
          21.7

      23.9
              27.2
21.8

24.6
    25.6
24.1

    26.1
24.5
        27.6

27.2
27.7
27.4

66.9
68.0
67.7

全体 N＝1,160

男性 N＝481

女性 N＝660

0 10 20 30 40 50 60 70 80(％)

無回答

わからない

その他

働き続けることへの女性自身の意識改革

育児や介護による仕事への制約を理由とした
昇進などへの不利益な取扱いの禁止

女性が働き続けることへの家族の理解や意識改革

介護支援サービスの充実

男女双方の長時間労働の改善を含めた働き方改革

短時間勤務制度や在宅勤務制度などの導入

家事・育児支援サービスの充実

女性が働き続けることへの
職場の理解や意識改革

男性の家事・育児への参加、参画

職場における育児・介護との
両立支援制度の充実

保育所や学童保育など、
子どもを預けられる環境の整備

女性が出産等を理由に離職せず働き続けるために必要なこと（複数回答）

7.1ポイント

女性が出産等を理由に離職せず働き続けるため、
「保育サービス等の環境整備」が求められています。

　女性が出産等を理由に離職せず同じ職場で働き続けるために、家庭・社会・職場において必要なことについて、「保
育所や学童保育など、子どもを預けられる環境の整備」の割合が66.9％と最も高く、次いで「職場における育児・介
護との両立支援制度の充実」の割合が27.2％、「男性の家事・育児への参加、参画」の割合が26.1％となっています。
　男女別でみると、男性は「家事・育児支援サービスの充実」の割合が27.2％と、女性よりも5.4ポイント高くなっ
ています。一方で、女性は「女性が働き続けることへの家族の理解や意識改革」の割合が18.3％と、男性よりも
7.1ポイント高くなっており、男女で違いがみられます。

●女性が出産等を理由に離職せず同じ職場で働き続けるために必要なことは、
「保育所や学童保育など、子どもを預けられる環境の整備」の割合が66.9％と最も高い。

●「女性が働き続けることへの家族の理解や意識改革」の割合は、女性が18.3％と男性
よりも7.1ポイント高い
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女性（n=660）

男性（n=481）

全体（n=1,160）

0 20 40 60 80 100(%)

令和元年度調査
（n=1,132）

0 20 40 60 80 100(%)

2.9 　                                        53.9 　                                                                         24.1 　                     8.7 　     7.6 

3.3 　                                     53.8 　                                                                         22.7 　                     8.9 　     7.3 

2.7 　                                           54.7 　                                                                         25.5 　                     8.2 　     7.4

0.0  0.6

1.2 

1.2 

0.9

0.3 1.3 

0.8 1.9

3.0    3.9 　                                       47.2 　                                                                    29.9 　                       6.5 　    7.2

1.90.4

女性は働かない方がよい 結婚するまでは働く方がよい 子どもができるまでは、働く方がよい

子どもができても、産前・産後休暇や育児休業等を利用しながら、ずっと働き続ける方がよい

その他子どもができたら一旦退職し、子育てが落ち着いたら再び働く方がよい 無回答わからない

女性の働き方について
「子どもができても退職せず、ずっと働き続ける方がよい」
と考える人が令和元年度調査より増加しています。

女性が働くことについて

　女性が働くことへの考え方について、「子どもができても、産前・産後休暇や育児休業等を利用しながら、ずっと

働き続ける方がよい」（継続型）の割合が53.9％と最も高く、次いで「子どもができたら一旦退職し、子育てが落ち

着いたら再び働く方がよい」（中断型）の割合が24.1％となっています。

　令和元年度調査と比較すると、「継続型」の割合が6.7ポイント高くなったのに対し、「中断型」の割合は5.8ポイント

減少しており、女性が結婚や出産に関わらず、キャリアを継続して働き続ける方がよいと考える人が増加していること

がうかがえます。

●「子どもができても、産前・産後休暇や育児休業等を利用しながら、ずっと働き続ける

方がよい」（継続型）の割合が53.9％（令和元年度調査から6.7ポイント増加）

●「子どもができたら一旦退職し、子育てが落ち着いたら再び働く方がよい」（中断型）の

割合が24.1％（令和元年度調査から5.8ポイント減少）
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 　　　　　　　49.2
41.4
　　　　　　　　　　　　   55.6

 　31.4
　　　  33.7
30.0

   27.3
26.6
     28.0

 　　25.2
22.9
　　　  26.7

 　　  23.2
　　　　　    27.0
20.3

 　　  18.3
　　　　　　  22.2
15.5

 　　  12.5
9.8
　　　　  14.5

   9.1
8.1
　 9.7

   7.7
6.9
　8.3

   4.6
4.0
　  5.0

2.6
2.9
2.4

 　  5.3
　　　   7.7
3.5

7.5
7.7
7.3

1.6
1.9
1.2

無回答

わからない

その他

三重県男女共同参画センター
「フレンテみえ」の機能を充実する

広報誌やパンフレットなどで、男女の平等と
相互の理解や協力についての PRを充実する

女性の生き方に関する情報提供や
交流の場、相談、教育などを充実する

女性の職業教育や職業訓練を充実させる

男性に対する意識啓発や研修を充実する

あらゆる分野で女性リーダーを育成する

女性を政策決定の場に積極的に登用する

職場における男女の均等な取扱について
周知徹底を行う

学校教育や社会教育等の場で、男女の平等と
相互の理解や協力についての学習を充実する

男女共同参画社会の実現をめざした
法律・条例・制度の制定や見直しを行う

保育、介護の施設やサービスを充実させる

0 10 20 30 40 50 60（％）

14.2ポイント

全体 N＝1,160

男性 N＝481

女性 N＝660

男女共同参画の推進に向けて、保育・介護の施設や
サービスの充実を求める割合が高くなっています。

男女共同参画を推進していくために県に力を入れてほしいこと（複数回答）

　男女共同参画を推進していくために県に力を入れてほしいことについて、全体では「保育、介護の施設やサービス
を充実させる」の割合が49.2％と最も高く、次いで「男女共同参画社会の実現をめざした法律・条例・制度の制定や
見直しを行う」の割合が31.4％となっています。
　男女別でみると、「保育、介護の施設やサービスを充実させる」の割合は、女性が55.6％と男性の41.4％よりも
14.2ポイント高くなっています。

●男女共同参画の推進に向けて県が力を入れるべきことについて、

　全体では「保育、介護の施設やサービスの充実」の割合が49.2％と最も高い

　女性は「保育、介護の施設やサービスの充実」の割合が男性より14.2ポイント高い
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